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平成２５年２月１９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２２年（ワ）第２８８１３号 特許権移転登録請求権不存在確認請求事件 

口頭弁論終結日 平成２５年１月２４日 

判 決 

愛知県豊川市＜以下略＞ 

原         告   大 林 精 工 株 式 会 社 

茨城県猿島郡＜以下略＞ 

原         告    Ａ   

原告ら訴訟代理人弁護士   大   野   聖   二 

同             井   上   義   隆 

同             小   林   英   了 

大韓民国ソウル特別市<以下略＞ 

被         告   エルジーディスプレイ株式会社 

訴 訟 代 理 人 弁 護 士   古   田   啓   昌 

同             岩   瀬   吉   和 

同             元   芳   哲   郎 

同             綱   島   康   介 

主 文 

１ 本件訴えをいずれも却下する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 原告ら 

(1) 被告が，原告大林精工株式会社に対し，別紙目録１記載の各特許権につ

いて移転登録手続を求める権利を有しないことを確認する。 

(2) 被告が，原告Ａに対し，別紙目録２記載の各特許権について移転登録手
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続を求める権利を有しないことを確認する。 

(3) 被告が，原告Ａに対し，別紙目録３記載の各特許を受ける権利について

移転手続を求める権利を有しないことを確認する。 

(4) 訴訟費用は被告の負担とする。 

２ 被告 

(1) 本案前の答弁 

 主文同旨 

(2) 本案の答弁 

ア 原告らの請求をいずれも棄却する。 

イ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

 本件は，原告らが，被告に対し，被告が別紙目録１及び２記載の各特許権

の移転登録手続を求める権利及び同目録３記載の各特許出願の特許を受ける

権利の移転手続を求める権利を有しないことの確認を求める事案である。 

２ 前提事実（証拠の摘示のない事実は，弁論の全趣旨により認められる事実

又は当裁判所に顕著な事実である。） 

(1) 当事者 

ア(ア) 原告大林精工株式会社（以下「原告大林精工」という。）は，金

型，自動車部品等の製造及び販売等を業とする株式会社である。 

(イ) 原告Ａは，平成３年４月から平成１０年６月までの間，韓国法人

であるエルジー電子株式会社（以下「ＬＧ電子」という。）の液晶デ

ィスプレイ事業部門に技術顧問として勤務していた者である（甲３

３，乙２２）。 

イ 被告（旧商号「エルジー・フィリップスエルシーディー株式会社」）

は，液晶ディスプレイパネル等の開発，製造等を業とする韓国法人であ
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る。被告は，平成１０年１２月３１日付けで，ＬＧ電子から液晶ディス

プレイ事業を譲り受けた（甲３４，乙２１）。 

(2) 原告らの特許出願等 

ア 原告大林精工は，日本において，別紙目録１記載のとおり，同目録の

「出願日」欄記載の日に各特許出願を行い，「登録日」欄記載の日に各

特許権（以下「目録１の各特許権」と総称する。）の設定登録を受けた

（甲１の１ないし６，２９の１ないし６）。 

イ 原告Ａは，日本において，別紙目録２記載のとおり，同目録の「出願

日」欄記載の日に各特許出願（以下「目録２の各出願」と総称し，それ

ぞれを「目録２の１の出願」，「目録２の２の出願」という。）を行

い，「登録日」欄記載の日に各特許権（以下「目録２の各特許権」と総

称する。）の設定登録を受けた（甲２の１，２，甲３０の１，２）。 

 また，原告Ａは，別紙目録３記載のとおり，平成２０年１０月３１日

に目録２の１の出願の分割出願として別紙目録３の１及び２記載の各特

許出願を，同年１１月２８日に目録２の１の出願の分割出願として別紙

目録３の３記載の特許出願を，同年１２月７日に目録２の２の出願の分

割出願として別紙目録３の４記載の特許出願を行った（甲３１の１ない

し４。以下，別紙目録３の１ないし４記載の各特許出願を「目録３の各

出願」と総称し，それぞれを「目録３の１の出願」，「目録３の２の出

願」などという。）。 

(3) 原告らと被告間の特許権の移転等に関する合意書 

ア 原告らと被告（当時の商号「エルジー・フィリップスエルシーディー

株式会社」）が作成した２００４年４月付け合意書（以下「本件合意

書」という。）には，次のような条項がある（甲４）。 

「１．Ａは１９９５．６．２３から１９９８．６．１５までＬＧ．Ｐｈ

ｉｌｉｐｓ ＬＣＤ株式会社の前身であるＬＧ電子でＬＣＤ開発関
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連業務に従事した事実を確認する。」 

「２．Ａと大林精工は，ＬＧ．Ｐｈｉｌｉｐｓ ＬＣＤが定める日程と

方法に従って，下の[表]に記載された特許に関する全ての権利をＬ

Ｇ．Ｐｈｉｌｉｐｓ ＬＣＤに無償にて移転する。」（判決注・同

条項中の「下の[表]」の記載内容は，別表１のとおりである。） 

「３．Ａと大林精工は，第２項[表]記載の特許に関し，本合意以前に行

った実施権設定，譲渡又は担保の設定は，全て無効であることを確

認する。」 

「４．ＬＧ．Ｐｈｉｌｉｐｓ ＬＣＤは，第２項[表]記載の特許に関す

るＡの出願及び登録手続きで所要した努力を認め，Ａの要請がある

場合は，Ａに無償にて通常実施権を付与するものとする。」 

「９．本件合意書に関し紛争が行った場合，その準拠法は韓国法令と

し，管轄法院（裁判所）はソウル中央地方法院にする。」 

イ 別表１のとおり，本件合意書２項の表には，「№１ないし１９」欄

に，目録１の１及び２の各特許権，目録１の３ないし６に記載の各出

願，目録２の各出願を含む合計１９の特許権及び特許出願の記載があ

り，また，「№２０」欄に，「上記の各特許発明に対応する韓国，米国

などの外国特許出願及び登録特許一切」との記載がある。 

(4) 原告らと被告間の韓国及び日本における訴訟の経緯 

ア 被告は，２００６年（平成１８年）１０月２０日，ソウル中央地方法

院に，被告が本件合意書２条の合意（以下「本件権利移転合意」とい

う。）に基づいて原告らから特許権及び特許出願中の特許を受ける権利

を無償で譲り受けたと主張して，原告大林精工に対し，目録１の各特許

権及び韓国，米国等の対応特許権の特許権移転登録手続等の履行を，原

告Ａに対し，目録２の各出願について被告を出願人とする出願人名義変

更手続等の履行を求める訴訟（ソウル中央地方法院２００６カハプ８９
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５６０特許権移転登録請求事件。以下，審級を問わず，「本件韓国訴

訟」という。）を提起した（甲６，弁論の全趣旨）。 

 ソウル中央地方法院は，２００７年（平成１９年）８月２３日，①被

告の請求のうち，日本などの外国で登録された特許権の移転登録手続及

び外国の特許出願の出願人変更手続の履行を求める部分（目録１の各特

許権の移転登録手続及び目録２の各出願の出願人名義変更手続の履行請

求を含む。）は，その登録及び出願手続が進められている国に国際裁判

管轄が専属し，本件合意書に関する紛争の管轄法院（裁判所）をソウル

中央地方法院とする本件合意書９条の管轄合意（以下「本件管轄合意」

という。）の効力が認められないので，ソウル中央地方法院が国際裁判

管轄権を有せず，上記部分に係る訴えは不適法である，②被告のその余

の請求（韓国で登録された特許権の移転登録手続の履行請求）は，原告

大林精工が，原告Ａが行った発明が被告に対する職務発明でないのに，

職務発明であると誤信して本件権利移転合意を行ったものであるから，

本件権利移転合意には動機の錯誤が成立し，原告大林精工の取消しの意

思表示により，本件合意が遡及的に消滅しているため理由がないなどと

して，被告の上記①の請求に係る訴えを却下し，上記②の請求を棄却す

る旨の判決（以下「ソウル中央地方法院判決」という。）を言い渡した

（甲６）。 

 被告は，ソウル中央地方法院判決を不服として控訴（ソウル高等法院

２００７ナ９６４７０特許権移転登録請求事件）した。 

 その後，ソウル高等法院は，２００９年（平成２１年）１月２１日，

被告の上記①の請求に係る訴えは，原告らと被告間の本件管轄合意に従

って韓国の裁判所が国際裁判管轄権を有するものであり，特許権の登録

国裁判所の専属管轄に服するものではない，原告らの本件権利移転合意

の動機の錯誤，詐欺，強迫による取消しの主張はいずれも理由がないな
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どとして，ソウル中央地方法院判決を取り消し，被告の原告らに対する

請求を全部認容する旨の判決（以下「ソウル高等法院判決」という。）

を言い渡した（甲１１）。別紙「ソウル高等法院判決の主文」は，ソウ

ル高等法院判決の主文のうち，本件に必要な部分を抜粋したものであ

る。 

 原告らは，ソウル高等法院判決を不服として上告（韓国大法院２００

９ダ１９０９３特許権移転登録請求事件）をした。 

イ 原告らは，平成２２年７月２９日，東京地方裁判所に，被告が目録１

及び２の各特許権の移転登録手続を求める権利及び目録３の各出願の特

許を受ける権利の移転手続を求める権利を有しないことの確認を求める

本件訴訟を提起した。 

 なお，原告Ａは，ソウル高等法院判決の言渡しがされるまでの間に，

前記(2)イのとおり，目録２の各出願の分割出願として目録３の各出願を

行い，また，上記言渡し後本件訴訟が提起されるまでの間に，別紙目録

２記載のとおり，目録２の各出願に係る特許権の設定登録を受けた。 

ウ 韓国大法院は，２０１１年（平成２３年）４月２８日，原告らの上告

をいずれも棄却する旨の判決（以下「韓国大法院判決」という。）を

し，同日，ソウル高等法院判決が確定した（乙１，２）。 

 韓国大法院判決は，原告らの国際裁判管轄権に関する上告理由につい

て，①本件権利移転合意に基づいて特許権の移転登録又は特許出願人の

名義変更を求める「本事件」の訴えは，その主な紛争及び審理の対象が

本件合意の解釈及び効力の有無だけであり，「本事件」に係る特許権の

成立に関することやその有効無効，又は取消しを求めることは関係がな

いため，「本事件」に係る特許権の登録国又は出願国である日本国等の

裁判所が専属管轄を有するとは判断されない，②「本事件」は，韓国の

裁判所と合理的な関連性があり，かつ，本件管轄合意が著しく不合理又
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は不公正で公序良俗に反するような事情も見当たらないので，本件管轄

合意は，国際的な専属裁判管轄の合意として有効である旨判示して，排

斥している（乙１の訳文４頁）。 

エ(ア) 被告は，平成２３年７月２９日，名古屋地方裁判所豊橋支部に，

原告大林精工を相手に，ソウル高等法院判決の主文の「第２項イのう

ち別紙１目録記載の特許に関する特許権の移転登録手続を履行せよと

の部分」及び「第３項」について，民事執行法２４条に基づき，執行

判決を求める訴訟（名古屋地方裁判所豊橋支部平成２３年（ワ）第５

６１号執行判決請求事件。以下「別件訴訟①」という。）を提起した

（乙２１）。 

 また，被告は，同日，水戸地方裁判所下妻支部に，原告Ａを相手

に，ソウル高等法院判決の主文の「第２項アのうち別紙４目録順番２

及び４記載の特許出願に関する出願人名義変更届の手続を履行せよと

の部分」及び「第３項」について，民事執行法２４条に基づき，執行

判決を求める訴訟（水戸地方裁判所下妻支部平成２３年（ワ）第２０

６号執行判決請求事件。以下「別件訴訟②」という。）を提起した

（乙２２）。 

(イ) 水戸地方裁判所下妻支部は，平成２４年１１月５日，別件訴訟②

について，外国裁判所の属する国が国際裁判管轄を有するかについて

は，ソウル高等法院判決の時点においてこれを直接的に規定した法令

がないことからすれば，当事者間の公平，裁判の適正・迅速を帰する

という理念により，条理に従って決定するのが相当である（最高裁判

所平成１０年４月２８日第三小法廷判決・民集５２巻３号８５３頁参

照。以下，この最高裁判決を「平成１０年最高裁判決」という。）と

した上で，「日本における登記・登録に関する訴訟」は，日本の裁判

所の専属管轄に服するとするのが国際裁判管轄に関する条理にかなう
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というべきであり，この理は私法上の合意に基づいて特許権の移転登

録を求める訴訟であっても異なることはなく，ソウル高等法院判決の

主文第２項アは，上記専属管轄に違反し，民事訴訟法１１８条１号所

定の要件を欠くなどとして，被告の請求を棄却する旨の判決（以下

「別件判決②」という。）を言い渡した（甲３２）。 

 被告は，同月１４日，別件判決②を不服として控訴（東京高等裁判

所平成２４年（ネ）第７７７９号執行判決請求控訴事件）し，同控訴

事件は，本件口頭弁論終結日現在，東京高等裁判所に係属中である

（乙２３，２４，弁論の全趣旨）。 

(ウ) 名古屋地方裁判所豊橋支部は，平成２４年１１月２９日，別件訴

訟①について，平成１０年最高裁判決の判断基準を示した上で，平成

２３年法律第３６号による改正前の民事訴訟法の下においても，日本

国内において登録すべき知的財産権の登録に関する訴えは，我が国の

裁判所に専属すると解するのが条理にかなうというべきであり，本件

のように，複数国で登録されている特許権を一括譲渡する契約を締結

し，同契約に基づき所定の登録手続を請求するような類型の訴訟も含

め，我が国の裁判所に専属すると解するのが相当であり，本件管轄合

意の成否，有効性について判断するまでもなく，本件韓国訴訟のう

ち，原告大林精工が日本国内において登録を受けている特許権の移転

登録を求めた訴訟は，韓国の裁判所に国際裁判管轄は存せず，ソウル

高等法院判決の主文第２項イは，民事訴訟法１１８条１号所定の要件

を欠くなどとして，被告の請求を棄却する旨の判決（以下「別件判決

①」という。）を言い渡した（甲３５）。 

 被告は，平成２４年１２月１０日，別件判決①を不服として控訴

（名古屋高等裁判所平成２４年（ネ）第１２８９号執行判決請求控訴

事件）し，同控訴事件は，本件口頭弁論終結日現在，名古屋高等裁判
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所に係属中である（乙２５，弁論の全趣旨）。 

第３ 当事者の主張 

 当事者の主張は，別紙当事者の主張に記載のとおりである。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件訴えの確認の利益の有無について 

(1) 本件の事案に鑑み，まず，本件訴えについて確認の利益が認められるか

どうかについて判断することとする。 

 この点に関し，原告らは，被告が，原告らに対し，本件権利移転合意

（本件合意書２条の合意）に基づき，本件韓国訴訟を提起し，原告らと被

告間で，原告らの目録１及び２の各特許権並びに目録３の各出願の特許を

受ける権利の移転登録義務等の存否について争いがあることから，原告ら

としては，本件権利移転合意が無効であり，被告に対して上記各特許権等

の移転登録手続等を行う義務がないことを確認する必要性があり，かつ，

当該義務のないことを確認することが，原告らと被告間の紛争解決にとっ

て有効かつ適切であるから，本件訴えには確認の利益がある旨主張する。 

(2) ところで，確認の利益は，原告の権利又は法的地位に現に危険又は不安

が存し，それを除去又は解消する方法として，一定の権利又は法律関係の

存否について確認判決を得ることが，紛争の解決のために必要かつ適切で

ある場合に認められると解すべきである。 

ア そこで検討するに，前記前提事実によれば，原告らは，被告が，原告

らと被告間の本件権利移転合意（本件合意書２条の合意）に基づいて，

原告大林精工に対し，目録１の各特許権及び韓国，米国等の対応特許権

の特許権移転登録手続等の履行を，原告Ａに対し，目録２の各出願につ

いて被告を出願人とする出願人名義変更手続等の履行を求めた本件韓国

訴訟において，被告の請求を全部認容するソウル高等法院判決の言渡し

があった後に，原告らの本件権利移転合意の意思表示の錯誤無効又は詐
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欺による取消しを主張して，被告が本件権利移転合意に基づいて目録１

及び２の各特許権の移転登録手続を求める権利並びに目録３の各出願の

特許を受ける権利について移転手続を求める権利を有しないことの確認

を求める本件訴訟を提起したものであり，本件訴訟の提起時までに，原

告Ａが目録２の各出願の分割出願として目録３の各出願を行った後，目

録２の各出願の特許権の設定登録を受けていたことからすると，本件韓

国訴訟と本件訴訟（本件訴え）とは，目録１及び２の各特許権並びに目

録３の各出願の特許を受ける権利に関し，被告の原告らに対する本件権

利移転合意に基づく特許権移転登録手続等請求権に基づく給付の訴えと

原告らの被告に対する上記請求権と同一の請求権又は実質的に同一の請

求権が存在しないことの確認を求める消極的確認の訴えの関係にあるも

のと認められる。 

イ また，前記前提事実によれば，被告は，本件韓国訴訟のソウル高等法

院判決が平成２３年４月２８日に確定したことから，同年７月２９日，

民事執行法２４条に基づき，外国裁判所の判決であるソウル高等法院判

決の主文第２項（目録１の各特許権の移転登録手続の履行を命じた部分

及び目録２の各出願の出願人名義変更手続の履行を命じた部分）等につ

いての執行判決を求める別件訴訟①及び②を名古屋地方裁判所豊橋支部

及び水戸地方裁判所下妻支部にそれぞれ提起したところ，両支部は，い

ずれもソウル高等法院判決の主文第２項に係る訴訟の国際裁判管轄は，

日本の裁判所に専属し，韓国の裁判所に国際裁判管轄が存しないとし

て，ソウル高等法院判決の主文第２項は，民事訴訟法１１８条１号所定

の要件を欠くことを理由に，被告の請求を棄却する旨の別件判決①及び

②をそれぞれ言い渡し，これらを不服とする被告が控訴をし，別件訴訟

①及び②の控訴事件が名古屋高等裁判所及び東京高等裁判所にそれぞれ

係属中であることが認められる。 
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 そして，外国裁判所の判決について執行判決を求める訴えにおいて

は，外国裁判所の判決が確定したこと及び民事訴訟法１１８条各号所定

の要件を具備することについて審理をし（民事執行法２４条３項），そ

の裁判の当否を調査することなく，執行判決をしなければならないこと

（同条２項），執行判決が確定した場合には，当該外国裁判所の判決は

執行判決と合体して債務名義となること（同法２２条６号）に照らすな

らば，別件訴訟①及び②は，ソウル高等法院判決の主文第２項に係る本

件権利移転合意に基づく特許権移転登録手続等請求権についての債務名

義の取得を目的とするものであり，実質上，ソウル高等法院判決に係る

給付の訴え（本件韓国訴訟）の日本国内における事後的継続であるとい

うことができる。このような債務名義の取得という観点からみると，別

件訴訟①及び②と本件訴訟（本件訴え）との関係は，本件韓国訴訟と本

件訴訟との関係と同様に，実質上，給付の訴えと消極的確認の訴えの関

係にあるものということができる。 

 次に，別件訴訟①及び②と本件訴訟の国際裁判管轄に係る当事者の主

張をみると，被告は，本件管轄合意（本件合意書９条の合意）は，本件

合意書に関する紛争の第一審はソウル中央地方法院の専属的管轄とする

ことを定めた専属的管轄の合意であること，平成２３年法律第３６号に

よる改正後の民事訴訟法（「平成２３年改正法」）３条の５第２項は，

登記又は登録に関する訴えの管轄権は登記又は登録をすべき地が日本国

内にあるときは日本の裁判所の専属管轄に服する旨規定するが，平成２

３年改正法が施行された平成２４年４月１日の時点で，本件訴えは東京

地方裁判所に現に係属していたのであるから，平成２３年改正法の附則

２条１項により，本件訴えに民事訴訟法３条の５第２項が適用されない

ことなどを根拠として，別件訴訟①及び②においては，ソウル高等法院

判決の主文第２項に係る給付請求について，ソウル高等法院に民事訴訟
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法１１８条１号所定の「裁判権」，すなわち国際裁判管轄（間接管轄）

が認められ，本件訴訟においては，原告らの消極的確認請求について，

日本の裁判所に国際裁判管轄（直接管轄）が認められない旨主張するの

に対し，他方で，原告らは，本件管轄合意及び本件権利移転合意は，原

告らの錯誤無効又は詐欺による取消し等により効力を有しないこと，平

成２３年改正前の民事訴訟法の下においても，登記又は登録に関する訴

えの管轄権は登記又は登録をすべき地が日本国内にあるときは日本の裁

判所の専属管轄に服すると解すべきであることなどを根拠として，別件

訴訟①及び②においては，ソウル高等法院判決の主文第２項に係る給付

請求について，ソウル高等法院に国際裁判管轄（間接管轄）が認められ

ないので，民事訴訟法１１８条１号所定の要件を欠くものであり，本件

訴訟においては，原告らの消極的確認請求について，日本の裁判所に国

際裁判管轄（直接管轄）が認められる旨主張している（甲３２ないし３

５，乙２１ないし２５，弁論の全趣旨）。 

 このように別件訴訟①及び②において，ソウル高等法院判決の主文第

２項に係る給付請求についてソウル高等法院に国際裁判管轄（間接管

轄）が認められるかどうかと，本件訴訟において，原告らの消極的確認

請求について日本の裁判所に国際裁判管轄（直接管轄）が認められるか

どうかとは表裏一体の関係にある。 

ウ 前記ア及びイの諸点を踏まえると，外国裁判所の確定した給付判決で

あるソウル高等法院判決の執行判決を求める訴えである別件訴訟①及び

②が現に係属している場合に，給付判決の基礎とされた同一の請求権又

は実質的に同一の請求権が存在しないことの確認を求める消極的確認の

訴えである本件訴訟を許容するならば，執行判決の要件である民訴法１

１８条１号の外国裁判所における国際裁判管轄の有無と表裏一体の関係

にある消極的確認の訴えの国際裁判管轄の有無について，執行判決を求
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める訴えの係属する裁判所の判断と消極的確認の訴えの係属する裁判所

の判断とが矛盾抵触するおそれが生じ得るのみならず，請求権の存否に

ついても，外国裁判所の確定判決の判断内容の当否を再度審査して，そ

れと矛盾抵触する判断がされるおそれが生じ得ることとなり，裁判の当

否を調査することなく，執行判決をしなければならないとした民事執行

法２４条２項の趣旨に反するのみならず，当事者間の紛争を複雑化させ

ることにつながりかねないものと認められる。 

 また，仮に外国裁判所の確定判決の執行判決を求める訴えに係る請求

が認容され，その判決が確定した場合には，同一の請求権について消極

的確認請求を認容する判決が確定したとしても，当該判決には，前に確

定した判決（外国裁判所の確定判決）と抵触する再審事由（民事訴訟法

３３８条１項１０号）が存することとなり，他方で，外国裁判所の確定

判決の執行判決を求める訴えに係る請求が棄却され，当該判決が確定し

た場合には，日本において同一の請求権に基づく給付の訴えが提起され

る可能性があり，その場合には，同一の請求権についての消極的確認の

訴えは訴えの利益を欠く関係にあるから，いずれの事態も消極的確認の

訴えにより紛争の解決に直結するものとは認め難い。 

 以上を総合すると，ソウル高等法院判決の執行判決を求める訴えであ

る別件訴訟①及び②が現に控訴審に係属している状況下において，本件

訴訟（本件訴え）により被告が目録１及び２の各特許権の移転登録手続

を求める権利並びに目録３の各出願の特許を受ける権利について移転手

続を求める権利を有しないことの確認を求めることは，原告らと被告間

の上記各特許権及び特許を受ける権利の帰属に関する紛争の解決のため

に必要かつ適切なものであるとはいえないから，本件訴えは，いずれも

確認の利益を欠く不適法なものであるというべきである。 

 これに反する原告らの主張は，採用することができない。 
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２ 結論 

 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，原告らの本件訴

えは，いずれも確認の利益がなく，不適法であるから，これを却下すること

とし，主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４６部 

 

裁判長裁判官    大 鷹 一 郎 

 

 

裁判官    高   橋       彩 

 

 

裁判官    上 田 真 史 
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（別紙）　　　　　　　　　　目録１

出願番号 出願日 登録番号 登録日 発明の名称 特許権者

1
特願平８－
１５８７４
１

平成8年4月16日 第3194127号 平成13年6月1日 液晶表示装置
大林精工
株式会社

2
特願平８－
２１４８９
６

平成8年6月14日 第3486859号 平成15年10月31日 液晶表示装置
大林精工
株式会社

3
特願平８－
２７２７９
２

平成8年8月19日 第3567183号 平成16年6月25日 液晶表示装置
大林精工
株式会社

4
特願平９－
１５５６４
７

平成9年4月25日 第3774855号 平成18年3月3日
液晶表示装置
と製造方法

大林精工
株式会社

5
特願平９－
３３９２８
１

平成9年10月21日 第3831863号 平成18年7月28日 液晶表示装置
大林精工
株式会社

6
特願２００
１－１５７
９２５

平成13年4月7日 第3774858号 平成18年3月3日
液晶表示装置
とその駆動方
法

大林精工
株式会社
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（別紙）　　　　　　　　　　目録２

出願番号 出願日 登録番号 登録日 発明の名称 特許権者

1
特願平１０
－２８３１
９４

平成10年8月17日 第4264675号 平成21年2月27日

液晶表示装
置とその製
造方法

Ａ

2
特願平１１
－１６４２
２３

平成11年4月22日 第4292350号 平成21年4月17日

液晶表示装
置とその製
造方法

Ａ
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（別紙）　　　　　　　　　　目録３

出願番号 出願日 公開番号 公開日 発明の名称 出願人

1

特願２００
８－３１６
２３７（特
願平１０－
２８３１９
４の分割出
願）

平成20年10月31日

特開２００
９－７５６
１３

平成21年4月9日

低コスト表
示装置を製
造するため
のホトマス
ク構造

Ａ

2

特願２００
８－３１６
２３８（特
願平１０－
２８３１９
４の分割出
願）

平成20年10月31日

特開２００
９－１１６
３４１

平成21年5月28日

液晶表示装
置と製造方
法

Ａ

3

特願２００
８－３３６
０５２（特
願平１０－
２８３１９
４の分割出
願）

平成20年11月28日

特開２００
９－１１１
４１２

平成21年5月21日

薄膜トラン
ジスタ素子
と表示装置

Ａ

4

特願２００
８－３３６
１５１（特
願平１１－
１６４２２
３の分割出
願）

平成20年12月7日

特開２００
９－１６３
２４７

平成21年7月23日

高性能表示
装置とその
製造方法

Ａ
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（別表１） 

No. 

 

発明の名称 

 

出 願 日 

（出願番号） 

公 開 日 

（公開番号） 

備 考 欄 

 

 

１ 

 

 

液晶表示装置 

 

 

平成8年4月16日 

（特願平8-158741） 

 

平成9年12月2日 

（特開平9-311334） 

出願人：大林精工（株

） 

発明者：Ｂ 

特許番号：特許第3194127号 

登録日：平成13年6月1日 

 

２ 

 

 

液晶表示装置 

 

 

平成8年6月14日 

（特願平8-214896） 

 

平成10年1月6日 

（特開平10-3092） 

 

出願人：大林精工（株

） 

発明者：Ｂ 

特許番号：特許第3486859号 

登録日：平成15年10月31日 

３ 

 

液晶表示装置 

 

平成8年8月19日 

（特願平8-272792） 

平成10年3月6日 

（特開平10-62802） 

出願人：大林精工（株

） 

発明者：Ｂ 

４ 

 

液晶表示装置

と製造方法 

平成9年4月25日 

（特願平9-155647） 

平成10年11月13日 

（特開平10-301150） 

出願人：大林精工（株

） 

発明者：Ｂ 

５ 

 

液晶表示装置 

 

平成9年10月21日 

（特願平9-339281） 

平成11年5月11日 

（特開平11-125835） 

出願人：大林精工（株

） 

発明者：Ｂ 

６ 

 

プラズマ装置 

 

平成9年11月12日 

（特願平9-363082） 

平成11年5月28日 

（特開平11-144892） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 
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７ 

 

 

液晶表示装置

とその製造方法 

平成10年8月17日 

（特願平10-283194） 

 

平成12年3月3日 

（特開2000-66240） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

８ 

 

大型基板用露

光装置 

平成11年3月9日 

（特願平11-115306） 

平成12年9月22日 

（特開2000-258916） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

９ 

 

 

液晶表示装置

とその製造方法 

平成11年4月22日 

（特願平11-164223） 

 

平成12年11月2日 

（特開2000-305113） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

10 

 

 

液晶パネルの

製造方法とその

製造装置 

平成11年5月27日 

（特願平11-197914） 

 

平成12年12月8日 

（特開2000-338508） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

11 

 

 

アクティブマ

トリックス基板

の検査方法 

平成11年6月22日 

（特願平11-224336） 

 

平成13年1月12日 

（特開2001-4970） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

12 

 

 

液晶注入機と

注入口封止装置 

平成11年7月22日 

（特願平11-253394） 

 

平成13年2月9日 

（特開2001-33797） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

13 

 

 

液晶表示装置

の製造方法と製

造装置 

平成12年1月19日 

（特願2000-64180） 

 

平成13年7月27日 

（特開2001-201756） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

14 

 

 

液晶表示素子

の製造方法とバ

ックライト 

平成12年2月16日 

（特願2000-100116） 

 

平成13年8月24日 

（特開2001-228477） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

 

15 

 

スペーサービ

ーズの位置ぎめ

平成12年3月7日 

（特願2000-121821） 

平成13年9月14日 

（特開2001-249342） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 
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方法と液晶表示

装置 

 

 

  

 

16 

 

液晶パネルの

製造装置 

平成12年3月23日 

（特願2000-139232） 

平成13年10月5日 

（特開2001-272683） 

出願人：Ａ 

発明者：Ａ 

17 

 

 

液晶表示装置

とその駆動方法 

平成13年4月7日 

（特願2001-157925） 

 

平成14年10月18日 

（特開2002-303888） 

出願人：大林精工株式

会社 

発明者：Ｂ 

18 

 

 

液晶表示装置

の組み立て方法

とその装置 

平成13年4月22日 

（特願2001-174844） 

 

平成14年10月31日 

（特開2002-318378） 

出願人：三国電子有限

会社 

発明者：Ｄ 

19 

 

 

液状体の吐出

塗布方法と吐出

塗布装置 

平成13年6月10日 

（特願2001-225195） 

 

平成4年12月17日 

（特開2002-361151） 

出願人：三国電子有限

会社 

発明者：Ｄ 

20 上記の各特許発明に対応する韓国，米国などの外国特許出願及び登録特許一切 
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（別紙）          ソウル高等法院判決の主文 

１．第１審判決を取り消す。 

２．原告に対し， 

ア．被告Ａは，別紙４目録記載の特許に関し原告を出願人とする出願人名義

変更届の手続を，別紙５目録記載の特許に関する特許権の移転登録手続

を， 

イ．被告大林精工株式会社は，別紙１，２目録記載の特許に関する特許権の

移転登録手続を，別紙３目録記載の特許に関し原告を出願人とする出願人

名義変更届の手続を， 

ウ．被告らは連帯して別紙６目録記載の特許に関し原告を出願人とする出願

人名義変更届の手続を 

せよ。 

３．訴訟費用は被告らの負担とする。 
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（ソウル高等法院判決の別紙１目録） 

 被告大林精工（株）の日本国における登録特許 

順

番 

国 出願番号 登録番号 発明の名称 登録者 

１ 

 

日本 

 

特願平８－ 

１５８７４１ 

３１９４１２７ 液晶表示装置 

 

大林精工

株式会社 

２ 

 

日本 

 

特願平８－ 

２１４８９６ 

３４８６８５９ 

 

液晶表示装置 

 

大林精工

株式会社 

３ 

 

日本 

 

特願平８－ 

２７２７９２ 

３５６７１８３ 

 

液晶表示装置 

 

大林精工

株式会社 

４ 

 

日本 

 

特願平９－ 

１５５６４７ 

３７７４８５５ 

 

液晶表示装置と製造

方法 

 

大林精工

株式会社 

５ 

 

日本 

 

特願平９－ 

３３９２８１ 

３８３１８６３ 

 

液晶表示装置 

 

大林精工

株式会社 

６ 

 

日本 

 

２００１－ 

１５７９２５ 

３７７４８５８ 

 

液晶表示装置とその

駆動方法 

大林精工

株式会社 

（以下略） 

（判決注・本件訴訟の目録１の各特許権と同一の特許権である。） 
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（ソウル高等法院判決の別紙４目録） 

 被告Ａの日本国における出願特許 

順番 国 出願番号 公開番号 発明の名称 出願人 

１ 

 

日本 

 

特願平９－３６

３０８２ 

特開平１１－１

４４８９２ 

プラズマ装置 

 

Ａ 

 

２ 

 

日本 

 

特願平１０－２

８３１９４ 

特開２０００－

６６２４０ 

液晶表示装置とその

製造方法 

Ａ 

 

３ 

 

日本 

 

特願平１１－１

１５３０６ 

特開２０００－

２５８９１６ 

大型基板用露光装置 

 

Ａ 

 

４ 

 

日本 

 

特願平１１－１

６４２２３ 

特開２０００－

３０５１１３ 

液晶表示装置とその

製造方法 

Ａ 

 

５ 

 

日本 

 

特願平１１－１

９７９１４ 

特開２０００－

３３８５０８ 

液晶パネルの製造方

法とその製造装置 

Ａ 

 

６ 

 

日本 

 

特願平１１－２

２４３３６ 

特開２００１－

４９７０ 

アクティブマトリッ

クス基板の検査方法 

Ａ 

 

７ 

 

日本 

 

特願平１１－２

５３３９４ 

特開２００１－

３３７９７ 

液晶注入機と注入口

封止装置 

Ａ 

 

８ 

 

日本 

 

特願２０００－

６４１８０ 

特開２００１－

２０１７５６ 

液晶表示装置の製造

方法と製造装置 

Ａ 

 

９ 

 

日本 

 

特願２０００－

１００１１６ 

特開２００１－

２２８４７７ 

液晶表示素子の製造

方法とバックライト 

Ａ 

 

１０ 

 

日本 

 

特願２０００－

１２１８２１ 

特開２００１－

２４９３４２ 

スペーサービーズの

位置ぎめ方法と液晶

表示装置 

Ａ 

 

１１ 

 

日本 

 

特願２０００－

１３９２３２ 

特開２００１－

２７２６８３ 

液晶パネルの製造装

置 

 

Ａ 

 

（以下略） 

（判決注・順番２が本件訴訟の目録２の１の出願と同一であり，順番４が目録２

の２の出願と同一である。）
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（別紙）         当事者の主張 

第１ 本案前の主張 

１ 被告の主張 

(1)ア 本件合意書９条は，「本件合意書に関し紛争が行った場合…管轄法院

（裁判所）はソウル中央地方法院にする。」と規定し，本件合意書に関

する紛争について，ソウル中央地方法院の専属的管轄とすることを定め

ている。 

 本訴請求は，原告らが，被告に対し，本件権利移転合意（本件合意書２

条の合意）の錯誤無効，詐欺取消し等を主張して，被告が目録１及び２の

各特許権及び目録３の各出願の特許を受ける権利の移転登録手続等請求

権の不存在確認を求めるものであるから，本件合意書に関する紛争に該

当する。 

 ところで，外国の裁判所を第一審の専属的管轄裁判所に指定する旨の国

際的専属裁判管轄の合意は，「①当該事件がわが国の裁判権に専属的に服

するものではなく，②指定された外国の裁判所が，その外国法上，当該事

件につき管轄権を有すること」の２要件を充足する限り有効であると解す

べきである（最高裁判所昭和５０年１１月２８日第三小法廷判決・民集２

９巻１０号１５５４頁参照。以下，この判決を「昭和５０年最高裁判決」

という。）。 

 しかるところ，平成２３年法律第３６号による改正後の民事訴訟法

（以下，この改正を「平成２３年改正」，改正後の民事訴訟法を「平成

２３年改正法」という。）３条の５第２項は，登記又は登録に関する訴

えの管轄権は登記又は登録をすべき地が日本国内にあるときは日本の裁

判所の専属管轄に服する旨規定するが，平成２３年改正法が施行された

平成２４年４月１日の時点で，本件訴えは東京地方裁判所に現に係属し

ていたのであるから，平成２３年改正法の附則２条１項により，本件訴
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えに民事訴訟法３条の５第２項の適用はない。 

 そして，平成２３年改正前には，我が国の法令上，登録をすべき地が

日本国内にある特許権等の移転登録に関する訴えを我が国の専属管轄とす

る規定は存在しない。民事訴訟法５条１３号は，登記又は登録に関する訴

えは登記又は登録をすべき地を管轄する裁判所に提起することができる旨

を規定しているが，その管轄は専属的なものとはされていない。 

 また，我が国の判例上，特許権等の移転登録に関する訴えのうち，少な

くとも，特許権等の譲渡合意の成否又はその解除の成否が争点となる訴え

については，その登録国の裁判所の専属管轄に服するものではないと解さ

れている。 

 したがって，本訴請求が日本国の裁判権に専属的に服するものではな

く，本訴請求は，韓国の裁判所に国際裁判管轄があるから，本件管轄合意

は，有効である。 

イ この点に関し，原告らは，本件管轄合意が不成立であり，あるいは，

錯誤無効又は詐欺により取り消されるべきであるなどと主張するが，い

ずれも理由がない。 

ウ 以上によれば，本訴請求の管轄権は，本件管轄合意（本件合意書９条

の管轄合意）により，韓国の裁判所に専属し，東京地方裁判所その他の

日本の裁判所に管轄権がないから，本件訴えは，管轄権を欠き，不適法

である。 

(2) また，仮に本件管轄合意が不成立であるか，あるいは，錯誤無効又は取

り消されるべきものであったとしても，日本国の裁判所は本訴請求につき

国際裁判管轄を有しない。 

 すなわち，我が国の民事訴訟法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内に

あるときは，原則として，我が国の裁判所に提起された訴訟事件につき，被

告を我が国の裁判権に服させるのが相当であるが，我が国で裁判を行うこと
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が当事者間の公平，裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事

情があると認められる場合には，我が国の国際裁判管轄を否定すべきである

（最高裁判所平成９年１１月１１日第三小法廷判決・民集５１巻１０号４０

５５頁参照）。 

 しかるところ，①先行訴訟である本件韓国訴訟については，同訴訟提起当

時に原告Ａは韓国に住所を有しており，原告大林精工に対する請求には韓国

特許権の移転登録請求が含まれていたのであるから，韓国法の規定（韓国民

事訴訟法２条，２１条，２５条１項）（乙２０）によっても，我が国の民事

訴訟法の規定（平成２３年改正前の民事訴訟法４条１項，５条１３号，７

条）によっても，目録１の各特許権及び目録２の各出願の特許を受ける権

利の移転登録手続等請求権についてソウル中央地方法院が管轄を有していた

こと，②原告らは，大手法律事務所の弁護士を訴訟代理人として選任して本

件韓国訴訟に応訴し，韓国大法院まで約４年半にわたり本件韓国訴訟の審理

が行われ，ソウル高等法院判決が確定していること，③本件訴訟における本

案の準拠法は韓国法になること，④本件の紛争が韓国で行われた発明に密接

に関連するものであること，⑤被告の応訴の負担が大きいこと等から本件の

本案の審理を日本で行うことは当事者間の公平に反することなどの事情に鑑

みれば，本件訴訟について日本国の裁判所に国際裁判管轄を認めることが当

事者間の公平，裁判の適正・迅速を期するという理念に反する結果となる特

段の事情のあることは明らかである。 

 したがって，東京地方裁判所その他の日本の裁判所は，本訴請求につい

て国際裁判権を有しないから，本件訴えは，管轄権を欠き，不適法であ

る。 

(3) 以上のとおり，本件訴えは，管轄権を欠く不適法なものであるから，却

下すべきである。 

２ 原告らの主張 
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(1)ア 本件訴えは，日本の特許権の登録に関する訴えであって，以下のとお

り，日本の裁判権に専属的に服すべきものであるから，日本国特許庁の

所在地を管轄する東京地方裁判所の専属管轄となる。 

(ア) 平成２３年改正法の施行前の我が国の法令上，特許権等の移転登

録に関する訴えが我が国の専属管轄とする規定が存在しないことは事

実である。 

 一方で，平成２３年改正後の民事訴訟法３条の５第２項は，登記又

は登録に関する訴えの管轄権は，登記又は登録をすべき地が日本国内

にあるときは，日本の裁判所に専属する旨を規定し，同条項の「登録

に関する訴え」には，知的財産権の登録に関する訴えも含まれるが，

本件には，直接的に同条項が適用されるものではない。 

 しかし，平成２３年改正法の立法過程における法制審議会国際裁判

管轄法制部会の審議経過等を踏まえれば，平成２３年改正後の民事訴

訟法３条の５第２項は，各国の特許権の登録に関する訴えが，当該登

録を認めた国の裁判権に専属的に服すべきものであるとした従前の裁

判例（東京地方裁判所平成１５年９月２６日判決）や条理に基づい

て，これを確認的に規定したものである。 

(イ) したがって，平成２３年改正前の民事訴訟法の下においても，日

本の特許権の登録に関する訴えは，日本の裁判権に専属的に服すべき

ものと解すべきであるから，本件訴えは，日本国特許庁の所在地を管

轄する東京地方裁判所の専属管轄となる。 

イ これに対し被告は，本件管轄合意（本件合意書９条の管轄合意）は，

昭和５０年最高裁判決の示す２要件を充足するから，有効であり，本件訴

えは，本件管轄合意により，韓国の裁判所に専属し，東京地方裁判所そ

の他の日本の裁判所に管轄権がない旨主張する。 

 しかしながら，被告の主張は，以下のとおり理由がない。 
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(ア) 前記ア(ア)のとおり，本件訴えは，日本の裁判権に専属的に服す

べきものであり，本件管轄合意は，昭和５０年最高裁判決の示す要件を

充足しないから，無効である。 

(イ) 本件合意書の末尾には，原告Ａの署名，原告大林精工の代表者Ｂ

の署名，被告の担当者Ｃの署名がある。 

 原告らと被告との間における本件合意書を巡る一連の経過に鑑みる

と，契約としての本件合意書に係る合意の申込みは，原告大林精工作

成の２００４年４月３日付けレター（甲２０の１）によってされ，こ

れに対する承諾は，被告作成の２００５年１０月１１日付けレター

（甲２０の６）によってされたと解さざるを得ないが，被告の上記レ

ターは，原告大林精工の上記レターから約１年半も経過して出された

ものであり，被告は相当の期間内に承諾の通知を発したものといえな

いから，被告の上記レターが出された時点では，商法５０８条によ

り，原告大林精工の上記レターによる申込みの効力が失われていた。 

 したがって，被告の上記レターは承諾としての効力がないから，本

件管轄合意を含む本件合意書に係る合意は，契約として成立していな

い。 

(ウ) 本件管轄合意は，後記第２の１(3)及び(4)と同様の理由により，

原告らの錯誤により無効又は被告の詐欺により取り消されるべきであ

る。 

(エ) 以上によれば，本件管轄合意により本件訴えが韓国の裁判所に専属

するとの被告の主張は，理由がない。 

(2) 次に，被告は，本件訴訟について日本国の裁判所に国際裁判管轄を認め

ることが当事者間の公平，裁判の適正・迅速を期するという理念に反する結

果となる特段の事情があるから，東京地方裁判所その他の日本の裁判所

は，本訴請求について国際裁判権を有しない旨主張する。 
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 しかしながら，被告が挙げる事情は，いずれも当事者間の公平，裁判の

適正・迅速を期するという理念に反する結果となる特段の事情に該当しない

から，被告の上記主張は理由がない。 

(3) 以上の次第であるから，被告の本案前の主張は，いずれも失当である。 

第２ 本案の主張 

１ 原告らの主張 

(1) 本件合意書に係る合意の不成立 

 本件合意書２条には，原告らが，被告に対し，目録１の各特許権及び目

録２の各出願の特許出願を含む複数の特許権及び特許出願に関する全ての

権利を無償で移転する旨（本件権利移転合意）の条項があり，本件合意書

の末尾には，原告Ａの署名，原告大林精工の代表者Ｂの署名，被告の担当

者Ｃの署名がある。 

 しかしながら，前記第１の２(1)イ(イ)と同様の理由により，本件権利移

転合意を含む本件合意書に係る合意は，契約として成立していない。 

(2) 本件権利移転合意の公序良俗違反による無効 

 本件権利移転合意が，原告らにのみ甚だしく不相当な財産的給付を義務

付けるものであること，被告が，原告Ａによる目録１の各特許権及び目録

２の各出願に係る発明が被告の職務発明に該当しないことを認識しなが

ら，原告らの法律知識が不十分であることに乗じて，これらが原告Ａによ

る被告の職務発明に該当するとして譲渡を強行に求め，さらには，申込み

としての効力が失われている原告らの署名済みの合意書が手元にあること

を奇貨として，同合意書に被告の担当者の署名を行うことにより契約成立

の外観を作出したものであり，被告の主観的な行為態様が極めて悪質であ

ることなどの事情に鑑みれば，本件権利移転合意は，暴利行為として，公

序良俗に反し，無効である。 

(3) 本件権利移転合意の錯誤無効 
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 本件権利移転合意は，原告らにおいて，原告Ａによる目録１の各特許権及

び目録２の各出願に係る発明が被告の職務発明であること，原告ＡとＬＧ電

子間の雇用契約書（甲５）６条に基づき目録１の各特許権及び目録２の各出

願の特許を受ける権利の譲渡義務が存在するという動機の錯誤に基づいてさ

れたものであり，かかる動機は被告において明示されていたから，本件権利

移転合意は，原告らの錯誤により無効である。 

(4) 本件権利移転合意の詐欺による取消し 

 被告は，原告Ａによる目録１の各特許権及び目録２の各出願に係る発明

が被告の職務発明に該当しないことを認識しながら，原告らに対し，被告

の職務発明に該当する旨主張して，目録１の各特許権及び目録２の各出願

の特許を受ける権利の譲渡を要求し続けてきたものであり，かかる被告の

行為は，欺罔行為に当たり，これにより原告らが，目録１の各特許権及び

目録２の各出願に係る発明が被告の職務発明に該当する旨誤信し，本件権

利移転合意をしたものであるから，本件権利移転合意は，被告の詐欺によ

り取り消されるべきである。 

(5) まとめ 

ア 被告が，原告らに対し，本件権利移転合意に基づき，本件韓国訴訟を

提起し，原告らと被告間で，原告らの目録１及び２の各特許権並びに目

録３の各出願の特許を受ける権利の移転登録義務等の存否について争い

があることから，原告らとしては，本件権利移転合意が無効であり，被

告に対して上記各特許権等の移転登録手続等を行う義務がないことを確

認する必要性があり，かつ，当該義務のないことを確認することが，原

告らと被告間の紛争解決にとって有効かつ適切であるから，本件訴えに

は確認の利益がある。 

イ よって，原告らは，被告に対し，被告が目録１及び２の各特許権の移

転登録手続を求める権利並びに目録３の各出願の特許を受ける権利につ
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いて移転手続を求める権利を有しないことの確認を求める。 

２ 被告の主張 

 原告らの主張は争う。 

 


